
企
業

名
内

部
留

保
額

（
億

円
）

月
1
万

円
賃

上
げ

要
す

る
取

崩
率

(%
)

日
産

3
7
,1
2
1

0
.7

い
す

ゞ
自

動
車

2
,7
7
1

1
.5

日
立

製
作

所
2
2
,8
2
4

2
.7

東
芝

1
6
,1
2
8

2
.1

Ｎ
Ｅ

Ｃ
7
,6
7
8

3
.2

富
士

通
8
,5
6
8

3
.4

三
菱

電
機

1
5
,7
2
2

1
.2

パ
ナ

ソ
ニ

ッ
ク

4
1
,6
3
3

1
.6

J
F
E

ｽ
ﾁ

ｰ
ﾙ

1
0
,5
0
7

0
.7

Ｉ
Ｈ

Ｉ
3
,1
5
0

1
.3

キ
ヤ

ノ
ン

3
9
,8
7
0

0
.7

東
京

電
力

4
2
,2
9
0

0
.2

Ｎ
Ｔ

Ｔ
9
7
,3
4
3

0
.3

Q:し
か
し
春
闘
で
前
進
す
る
の
か
な

Q:政
治
が
お
こ
な
う
こ
と
は

Q:そ
う
は
い
っ
て
も
賃
上
げ
の
財
源
は
あ
る
の

A
:コ

ス
ト
ダ
ウ
ン
で
積
み
増
し
た
2
4
4
兆
円
も
の
内
部
留
保

◆
賃
下
げ
で
得
た
利
益
を
還
元
せ
ず
に
た
め
込
む

ト
ヨ

タ
は

売
上

げ
高

は
5
%
し

か
増

え
て

い
な

い
の

に
営

業
利

益
は

8
倍

に
な

り
ま

し
た

(
2
0
1
0

年
4
-
1
2
月

業
績

、
前

年
同

期
比

）
。

コ
ス

ト
ダ

ウ
ン

（
賃

金
抑

制
や

単
価

の
切

り
下

げ
）

で
1
2
0

0
億

円
の

利
益
を

生
み
出

し
て

い
る

か
ら
で

す
。

賃
金

抑
制

、
リ

ス
ト

ラ
な

ど
で

利
益

を
増

や

し
そ

れ
を

還
元

せ
ず

に
た

め
込

み
続

け
る

（
右

グ
ラ

フ
）

。
そ

の
結

果
が

2
4
4
兆

円
も

の
内

部
留

保
で

す
。

労
働

者
や

中
小

企
業

に
当

然
還

元
す

べ
き
も

の
で
は

な
い

で
し

ょ
う
か

。

◆
3％

の
取

り
崩
し

で
1
万

円
賃

上
げ

内
部

留
保

は
運

用
可

能
な

手
元

資
金

が

64兆
円
に
も
達
し
「
空
前
の
カ
ネ
あ
ま
り
」

と
な
っ

て
い
ま

す
。

右
表

に
あ

る
よ

う
に

例
え

ば
日

産
で

は

内
部

留
保

の
0
.
7
％

取
り

崩
す

だ
け

で
全

従
業
員
の
月

1万
円
賃
上
げ
が

可
能
で
す
。

国
公

労
連

の
試

算
で

は
3
％

以
下

の
取

り
崩

し
で

月
1
万

円
の

賃
上

げ
が

可
能

な

企
業
は
大
企

業
120

社
に
も
の

ぼ
り
ま
す
。

244
兆
円
の
内
部
留
保
の
わ
ず
か
一
部
の
活
用
で
賃
上
げ
可
能

◆
独

の
V
W社

3
.2

％
賃

上
げ

、
労

組
は

6％
要

求

ﾌ
ｫ
ﾙ
ｸ
ｽ
ﾜ
ｰ
ｹ
ﾞ
ﾝ
社

で
は

昨
年

販
売

台
数

が
1
4
％

増

と
売

上
げ

が
急

回
復

し
た

も
と

で
労

組
側

は
6
％

の

大
幅

賃
上

げ
を

要
求

し
て

い
ま

し
た

。
結

果
は

3
.
2

％
の

賃
上

げ
と

な
り

ま
し

た
。

要
求

を
掲

げ
て

た

た
か
う

こ
と

が
大

事
で
は

な
い
で

し
ょ

う
か

。

賃
上

げ
に

は
財

源
も

あ
り

、
く

ら
し

と
経

済
を

元
気

に
す

る
大

義
が

あ
り

ま
す

。
職

場
で

声
を

あ

げ
て
い

き
ま

し
ょ

う
。

A
:「

賃
上
げ
」
に
は
大
義
あ
り
、
声
を
あ
げ
て
い
こ
う

A
:ル

ー
ル
を
つ
く
り
正
社
員
化
や
最
賃
引
き
上
げ
で
賃
上
げ

◆
政

治
の

力
で

も
賃
上

げ
は

可
能

国
民

の
く

ら
し

と
権

利
を

ま
も

る
ル

ー
ル

を
つ

く
る

こ
と

で
内

部
留

保
を

賃
上

げ
や

雇
用

を
ふ

や
す

“
生

き

た
お

金
”

と
し

て
還

流
さ

せ
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

日

本
共

産
党

は
賃

上
げ

の
４

つ
の

提
案

（
右

）
を

お
こ

な

い
ま

し
た

。
こ

れ
で

全
労

働
者

の
７

割
を

占
め

る
中

小

企
業

労
働

者
や

非
正

規
社

員
な

ど
の

賃
上

げ
、

さ
ら

に

全
体

の
賃
上

げ
に
影

響
を

与
え

る
こ
と

が
で
き

ま
す

。

主
要
企
業
・持

ち
株
会
社
の
連
結
内
部
留
保
に
よ
る
試
算

●
労
働

者
派

遣
法

を
抜

本
改

正

し
、
正
社
員
を
ふ
や
す

●
中
小

企
業

を
支

援
し

、
最

低

賃
金
を
時
給
10
00
円
以
上
に

●
大
企

業
と

中
小

企
業

の
賃

金

格
差
を
な
く
す

●
解
雇
規
制
の
ル
ー
ル
を
強
化

日
本
共
産
党

３
％
で
月
1万

円
の
賃
上
げ

〈神
奈
川
労
連
2011版

国
民
春
闘
資
料
よ
り
〉

日
本
共
産
党
の
「
賃
上
げ
」
政
策



で
景

気
回

復
と
生

活
向

上
を
!!

◆
賃

上
げ

は
労

働
者

の
「ワ

ガ
マ
マ
」？

い
い
え
、
く
ら
し
の

向
上

だ
け
で
な

く景
気

回
復

の
た
め

に
、
賃

上
げ

が
ど
う
し
て
も
必

要
で
す

で
く
ら
し
の
向

上
へ

・
97
年
ま
で
上
が
っ
て
い
た
賃
金
は
97～

09年
で
、

一
人

平
均 61万

円
も
の
ダ
ウ
ン

！！
賃
上
げ
で

く
ら
し
の
向
上
と
個
人
消
費
の
回
復
が
で
き
ま
す

で
景

気
回

復
へ

・
賃
上
げ
に
よ
る
個
人
消
費
増
で
、
国
内
へ
の
企
業
の
設
備
投
資
も
増
え
、

内
需
を
拡
大
で
き
ま
す
。
賃
上
げ
は
最
良
の
景
気
回
復
策

で
す
。

で
安

定
し
た
日

本
経

済
と
職

場
へ

・
個

人
消

費
と
内

需
の
拡

大
で
、
デ
フ
レ
と
ゆ

き
過

ぎ
た
低

価
格

競
争

に
歯

止
め

を
か

け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
こ
う
す
れ

ば
職
場

と
企

業
に
活

力
が
う
ま
れ

る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

・
異

常
な
円

高
が
続

く
の
は
、
コ
ス
ト
（
賃
金

含
む

）
削

減
、
リ
ス
ト
ラ
主

導
に
よ
る
輸

出
競

争
力

の
強

化

が
原

因
で
す

。
賃

上
げ

と
内

需
拡

大
で
、
内

需
・
外

需
の

バ
ラ
ン
ス
の

取
れ

た
企

業
収

益
と
日

本

経
済

へ
道
を
ひ
ら
く
こ
と
が
で
き
ま
す
。

「
で
は
ど
う
や
っ
て
賃
金
を
上
げ
る
こ
と
が
で
き
る
の
？
」
⇒
裏
面
を

ご
覧
く
だ
さ
い

発
行

日
本
共
産
党
神
奈
川
県
委
員
会

住
所

横
浜
市
神
奈
川
区
西
神
奈
川
1
-
1
8
-
1
2

電
話

0
4
5
-
4
32
-
2
1
0
1

F
A
X
0
4
5
-
4
3
2
-
2
1
0
3

201
1年

2/3
月
号
外

日
本
共
産
党
の
見
解
を
紹
介
し
ま
す
。

日
本

共
産

党
神

奈
川
県

委
員

会
検

索

今
の
日
本

経
済

は
、
景

気
低

迷
を

伴
っ
た
長

期
の
デ

フ
レ
状

態
で
、

G
D
P
も
頭
打
ち
で
す
。

12年
間

で
約

30兆
円

分
も

の
賃
下
げ
（
97年

以
降
）
に
よ
っ
て

→
①
消
費
の
縮
小

→
②
内
需
の
縮
小

→
③
企
業
利
益
が
雇
用
と

投
資
に
回
ら
ず
景
気
悪
化

と
な
り
、
“
経
済
成
長
の
止
ま
っ
た
国
”

に
な
っ
て
し
ま
い
ま
し
た
。

賃
上

げ
を

や
れ

ば内
需

主
導

の経
済

回
復

が
で

き
る

国
連

機
関

(U
N
C
T
A
D
)も

指
摘

◆
賃
金
が
下
が
り
、
内
需
が
縮
小

し
た
こ
と
が
景
気
悪
化

の
原
因
で
す

当
チ

ラ
シ

の
バ

ッ
ク

ナ
ン

バ
ー

や
各

種
チ

ラ
シ

の
p
d
fフ

ァ
イ

ル
を

、
以

下
の

U
R
L
か

ら
パ

ソ
コ

ン
で

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

で
き

ま
す

（
日

本
共

産
党

神
奈

川
県

委
員

会
の

サ
イ

ト
）

http://w
w
w
.jcpkanagaw

a.jp/50dl.php
ご
意

見
・
お

問
い

合
わ

せ
は

左
記

ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
ま
で

携
帯

サ
イ
ト

は
こ
ち
ら
⇒

“In
Japan

dom
estic

dem
and

grow
th
w
ould

need
to
be
significantly

stronger,but
deflation

rem
ains

entrenched
by

w
age

cuts.”
「
日
本
は

内
需
拡
大
を
著

し
く
強
め
る
必
要

が
あ
る
が
、
賃
金
カ
ッ
ト

に
よ
る
デ
フ
レ
が

慢
性
的
に

続
い
て
い
る
。

」

国
連
貿
易

開
発
会
議
(U
N
C
T
A
D
)/貿

易
開
発
報
告

書
2010

日
本

共
産

党

U
R
L

h
t
t
p:
/
/
w
w
w
.
j
c
p
-
ka
n
a
g
a
w
a
.
j
p
/


